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 ご紹介いただきました常務の石川です。本日はお忙しいなか、大勢の皆さまに
お集まりいただきまして、ありがとうございます。 
 

 本日は最初に「グループ経営構想Ⅴ」の進捗についてご説明した後、第2四半
期決算及び通期業績予想ついてご説明させていただきます。 
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 まず、「グループ経営構想Ⅴ」についてです。 
 

 当社は鉄道の再生と復権を目指し、1987年に誕生し、今年4月に会社発足30年
の節目を迎えました。この30年間、順調に発展することができたと思います。こ
れもお客さま、株主さまのご支援などがあってのことです。 
 

 30年間が経過しましたが、自主自立、お客さま志向、地域密着という会社発足
の原点を共有しながら、鉄道の進化と新たな可能性を追求することで、さらなる
発展をめざしています。 
 

 「グループ経営構想Ⅴ」は2012年に発表しました。「変わらぬ使命」については、
「究極の安全」、「サービス品質の改革」、「地域との連携強化」を、「無限の可能
性の追求」については、「技術革新」、「新たな事業領域への挑戦」、「企業風土
づくり」を通して発展していくという内容です。 
 

 私たちを取り巻く経営環境は、人口減少、高齢化の進展、東京圏への人口集中、
技術革新、グローバル化などの変化が想定されます。 
 

 それらを受け、昨年10月に「横断的な重点課題」として「安全・安定輸送のレベ
ルアップ」、「収益力向上への挑戦」、「TICKET TO TOMORROWの推進」を掲げ
ました。 
 

 この1年間の進捗状況をまとめるとともに施策を更新し、10月27日に決算と一緒
にプレス発表しました。 
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 まずは、「安全・安定輸送のレベルアップ」です。「近年、発生させた安全・安定
輸送に係る重大な事象」を記載していますが、2015年の山手線の電化柱倒壊
以降、架線切断や電気設備故障など、重大な事象を発生させています。 
 

 特に今年9月、10月と電気関係の大きな事象を発生させており、株主の皆さま、

お客さまにご心配とご迷惑をお掛けしたことについて、まずはお詫び申し上げま
す。そうした中で、再発防止、未然防止に取り組むということが1つの柱です。近

年、当社設備に起因する輸送障害など、重大な事象が相次いで発生しているこ
とについて、会社として事態を重く受け止めています。 
 

 「変革課題」という部分ですが、現在、社員の急速な世代交代を迎えています。
また、技術革新等を踏まえた鉄道のシステムチェンジ等が進んでいます。 
 

 そうした中で、安全・安定輸送をどのようにレベルアップしていくのか、課題解決
に向け6点を掲げています。「より実践的な安全教育・訓練の実施」などを含め、

一人ひとりが仕事の基本に立ち返った上で、果たすべき役割を確実に実行し、
会社を挙げて全力で取り組んでいきます。 
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 2つ目の重点課題は、「収益力向上への挑戦」です。 
 

 当社グループが有するネットワークの価値を高め、収益力の向上へ挑戦します。 
 

 「地域間・地域内の『交流』拡大」については、北陸新幹線・北海道新幹線をはじ
めとした輸送ネットワークを活かし、観光やインバウンドについてしっかりと取り
組みます。 
 

 また、「駅を中心とした『付加価値』向上」ということで、駅周辺開発や駅ビル等
のリニューアル、魅力ある「暮らしづくり」による沿線価値の向上、また、情報技
術の活用による新規事業・サービスの創出にも取り組んでいきます。 
 

 あわせて、輸送、生活、IT・Suicaの各サービスの相乗効果を強みに、「事業エリ
ア」の拡大にも挑戦します。 
 

 これらにより、会社全体としてネットワークの価値を高め、収益力の向上へ挑戦
します。 
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 3点目は、「『TICKET TO TOMORROW』の推進」です。 
 

 2020年を1つの節目と考え、地方創生、技術革新、新たな事業領域への挑戦、
そして人を伸ばし、人を活かす風土づくりなどに取り組んでいきます。 
 

 全ての事業分野において、社員一人ひとりが一つひとつの仕事をレベルアップ
し、質の高いサービスを提供するということが大きな柱です。また、あわせて、
働き方改革、ダイバーシティ推進、技術革新などを通じて、全ての事業分野に
おいて生産性の向上を図ります。 
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 2020年3月期の数値目標です。今年の4月に発表しました。今回は変更してい
ません。 
 

 2020年3月期に向け、各セグメントとも着実に業績を向上させていきます。 
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 営業キャッシュ・フローの使途についての計画です。同じく、今年4月に策定した
計画です。 
 

 引き続き、数値目標の実現、経営体質の強化に向けて全力で取り組みます。 
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 2018年3月期第2四半期決算及び通期業績予想についてご説明します。 
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 まず、単体決算ですが、増収増益でした。 
 

 営業収益は、GW期間が好調であったこと、大きな天候不順が無かったことなど
により運輸収入が好調で、対前年142億円増の1兆560億円でした。 

  
 営業費用は、人件費及び動力費は減少したものの、物件費その他及び修繕費
が増加したことなどから、対前年15億円増の8,009億円となりました。 
 

 これらの結果、営業利益は対前年127億円増の2,551億円となりました。 
 

 対計画では、第2四半期決算は営業収益、各利益ともに4月計画を上回りました。 
 

 また、右側の表は、2017年3月期の通期実績と、2018年3月期の4月計画です
が、計画を変更していません。その理由は次の3点です。 
 

 ①上期の運輸収入は計画を上回りましたが、GWの好調など、上期特有の要因
であったことです。 
 

 ②下期の運輸収入は、前年下期の伸びが高水準であったことから、計画達成
のハードルが高く、下期の下振れリスクを見極める必要があることです。 
 

 ③上期の営業費用は、修繕費のうち設備投資に伴って発生する建設附帯修繕
が大きく増加しています。下期にも一定程度の増加が見込まれることです。 
 

 したがって、業績予想を据え置きました。しかし、下期の運輸収入の下振れリス
クを最小限に抑えるため、会社全体で増収施策に取り組んでいきます。 



12 

 鉄道運輸収入についてご説明します。 
 

 鉄道運輸収入は、対前年101.5％、138億円の増でした。 
 

 定期は、対前年26億円の増、101.1％と好調でした。雇用の改善がこのベース

にあると考えています。また、高齢者や女性の定期券ご利用者の増加が大きな
要因です。 
 

 定期外は、対前年111億円の増、101.7％と好調でした。新幹線は、大人の休日
倶楽部パスの時期ずれで10億円の増、GWの好調で10億円の増、北海道新幹
線の反動減で10億円の減でした。その結果、新幹線は対前年24億円の増、
100.9％でした。 
 

 在来線関東圏は、GWの好調、昨年8月に台風が3回来たことの反動、インバウ
ンド、桜の開花時期後ずれなどにより、対前年83億円の増、102.3％でした。 
 



13 

 上期の計画と実績、下期及び通期の計画です。 
 

 鉄道運輸収入の通期100.5％とは、今年4月の段階で鉄道運輸収入を対前年
100.5％と計画していたということです。上期は100.6％の想定でしたが、実績は
101.5％でした。 
 

 定期、定期外、新幹線、在来線関東圏などに分けたものが下の表です。 
 

 定期は、100.3％の上期計画に対して、実績は101.1％と好調でした。 
 

 定期外のうち、新幹線は101.2％の上期計画に対して、実績は100.9％で若干下
振れしました。 
 

 定期外のうち、在来線関東圏は100.4％の上期計画に対して、実績は102.3％で、
非常に好調でした。 
 

 対計画では、鉄道運輸収入は約80億円上振れました。在来線関東圏は大きく
上振れした一方、新幹線は10億円程度の下振れでした。 
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 北海道新幹線については、上期実績は対前年で10億円の減、対計画で5億円
の減でした。ただ、月を追うごとに、反動減が少なくなってきています。 
 

 下期は冬の北海道の魅力を訴えていくとともに、旅行商品の増売など利用促進
を図っていきます。 
 

 北陸新幹線については、計画と実績がほぼ同じでした。計画通りの実績であり、
通期についても計画通り進捗すると見ています。 
 

 下期は「Japanese Beauty Hokuriku」キャンペーンをはじめ、北陸の魅力をしっか
りと訴え、さらに利用促進を図っていきます。 
 

 これらを通して、東北・北海道、北陸方面への交流人口の拡大につなげます。 
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 続いて、インバウンドです。左側が鉄道事業、右側が生活サービス事業です。 
 

 鉄道事業のインバウンド収入は、上期の実績は対前年15億円増の110億円で
した。現時点では、概ね計画通りに進捗しています。 
 

 通期では、対前年35億円増の240億円で計画していますが、概ね達成できると
考えています。 
 

 生活サービス事業については、外国人宿泊収入及び免税取扱額の合計は対
前年12億円の増で、堅調に推移しています。 
 

 利用促進に向けた取り組みとして、JR東日本東南アジア営業センターの開設や、

アジア市場における鉄道パスの新たな発売体制の構築、「立体観光」の推進な
どを進めていきます。 
 

 生活サービス事業においても、駅ビル・駅構内における免税対応店舗の拡充を
引き続き進めます。 
 

 これらにより、インバウンド需要の取り込みに引き続き注力します。 
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 単体の営業費用です。営業費用は、対前年100.2％で、15億円の増でした。 
 

 人件費は、対前年48億円の減でした。社員数の減などが理由です。 
 

 動力費は、燃料費単価は上昇しましたが、昨年の川崎発電所の修繕費の反動
などにより、対前年14億円の減でした。 
 

 修繕費は、建設附帯修繕が増加したことなどにより、対前年26億円の増でした。 
 

 物件費その他は、部外委託関係の増などにより、対前年28億円の増でした。 
 

 租税公課は、固定資産税等が14億円増加しましたが、一括納付する金額が増
えたことによる時期ずれとお考えいただければと思います。 
 

 減価償却費は、設備投資は増えたものの、償却方法の見直しにより、結果とし
て8億円の増でした。 
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 次に、連結決算です。すべてのセグメントで増収増益でした。 
 

 営業収益は、対前年296億円増の1兆4,648億円でした。 
 

 営業利益は、対前年146億円の増、経常利益は対前年207億円の増、親会社
株主に帰属する四半期（当期）純利益は対前年138億円の増でした。 
 

 対計画ですが、営業収益、各利益とも4月計画を上回りました。 
 

 右側に2018年3月期4月計画を記載していますが、変更していません。今回、通
期計画を変更していない理由は、次の2点です。 
 

 ①運輸事業については、単体の運輸収入の好調などにより計画を上回りました
が、下期については下振れのリスクがあります。また、経費が一定程度増加す
ることが見込まれます。 
 

 ②非運輸事業については、上期は好調でしたが、費用計上時期の期ずれなど
などによって、営業利益を押し上げています。下期については、その反動があ
ると考えています。 
 

 したがって、連結の業績予想についても、据え置くこととしました。 
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 トピックスとして、上期に新たに開業した案件を掲げています。 
 

 東京駅のグランスタ丸の内・新エリア、JRさいたま新都心ビル、ペリエ千葉、ホテ
ルメトロポリタン仙台イーストが開業しました。 
 

 今後も、大規模ターミナル駅開発の推進など、生活サービス事業についても、
事業を拡大し、発展させていきたいと考えています。 
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 まず、運輸事業について説明します。 
 

 運輸事業は、単体の運輸収入の増などにより、増収増益となりました。 
 

 通期業績予想を変更していませんが、下期は、「行くぜ、東北。SPECIAL 冬の
ごほうび」、「Japanese Beauty Hokuriku」などのキャンペーンに力を入れ、収入
確保に向け、最大限取り組んでまいります。 
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 続いて、流通・サービス事業です。 
 

 鉄道会館が対前年＋24億円と記載していますが、東京駅等の店舗の売上が好
調であったことなどにより、増収増益でした。 
 

 上期の営業利益は上振れ基調ですが、下期にJR東日本リテールネットの新シ
ステム本格稼働に伴う減価償却費の増が見込まれるほか、昨年度JR東日本企

画において映画「君の名は。」の分配金を受領した反動減が想定されることなど
から、通期業績予想を変更していません。 
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 続いて、不動産・ホテル事業です。 
 

 JR東日本ビルディングの「JR新宿ミライナタワー」の平年度化や、ルミネの既存
店売上の増などにより、増収増益でした。 

 

 トピックスについては、上期に開業した施設が多いのですが、今後もホテルド
リームゲート舞浜アネックスやシャポー船橋南館・ホテルメッツ船橋が下期に開
業を予定しています。 
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 続いて、その他のセグメントです。 
 

 日本コンサルタンツによる「インド国高速鉄道建設事業詳細設計調査」に伴う増
などにより、増収増益でした。 

 
 その他のセグメントについても、上期は上振れ基調でしたが、費用計上時期の
期ずれがあることから、通期業績予想は変更していません。 
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 生活サービス事業における主なプロジェクトです。品川開発まで含めて、当社
の主なプロジェクトを紹介したものです。 
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 営業外損益及び特別損益の実績及び通期計画です。 
 

 営業外収益は、受取保険金及び配当金が増加したことなどから、対前年26億
円増加しました。 

 
 営業外費用は、支払利息が減少したことなどにより、対前年33億円減少しまし
た。 
 

 これらの結果、営業外損益は対前年60億円改善しました。 
 

 特別損益は、災害に伴う受取保険金が増加したことなどから、対前年18億円改
善しました。 

 
 右側の表は営業外損益と特別損益の昨年度通期実績と今期の通期計画です。 
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 続いて、キャッシュ・フローの実績です。 
 

 営業活動によるキャッシュ・フローについては、法人税等の支払額の減少、税
金等調整前四半期純利益の増などにより、流入額は増加しました。 
 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形及び無形固定資産の取得
による支出の減などにより、流出額は減少しました。 
 

 財務活動によるキャッシュ・フローについては、有利子負債の調達による収入
の減少などにより、流出額は増加しました。 
 

 その他につきましては、ご覧のとおりです。 



26 

 設備投資の状況です。 
 

 右側に記載していますが、通期計画5,600億円のうち、上期の実績は1,590億円
でした。計画通りに進捗しています。 
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 有利子負債残高の推移については、こちらにご紹介してある通りです。 
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 以下は、参考資料です。各種データ、債券投資家の皆さまに向けた資料も掲載
しておりますので、ご参照ください。 
 

 以上で説明を終わります。 
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